
～平成２４年度決算に係る 

辰野町財務諸表の公表について（普通会計編）～ 

 

 平成１８年に『新地方公会計制度研究会報告書』が公表されたことにより、平成２１年

度から新たな財務諸表として公表することとなりました。 

 発生主義の考え方を基本に、歳入歳出といった現金の動きだけでなく、現金以外の資産

負債を含めた行政資源の動きまでも記録する複式簿記を導入しております。 

 具体的には、町が１年間を通して活動した結果、財産がどのような状態にあるのか、お

金を含めた持ち物がどのくらいあるのか、どのくらいの借金があるのかといった情報を表

しています。 

 

≪貸借対照表≫ 

 

○ 左側【資産の部】については、これまでに形成してきた資産のうち、どのくらいが

町の持ち分であるのかを表示しています。 

 

○ 右側【負債の部】については、社会資本形成の結果を示す公共資産が、これまでの

世代によって負担された割合を表示しています。 

 

○ 右側【純資産の部】については、国や県からの補助金や税金等自己資金の返済の必

要のない資産を表示しています。 

 

≪行政コスト計算書≫ 

 

 ○ サービスの提供にどのくらいのコストが掛かるのかを計算しています。 

 

 

 ◇ 平成２５年３月３１日現在の辰野町住民基本台帳人口  ２０，６８１人  

 ◇ 町民１人当たりの公共資産 ・・・・・・・・・・・  １５４万円  

 ◇ 町民１人当たりの負債 ・・・・・・・・・・・  ３９万円  

 ◇ 町民１人当たりの負債の将来負担額・・・・・・  １７万円  

   （地方債 ＋ 翌年度償還予定額 － 現金預金 ／ 人口） 

 

※ 一部事務組合及び特別会計等については段階的に整備し、将来的に辰野町全体の財務

諸表（連結財務諸表）を公表します。 



[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 59億9,241万円

①生活インフラ・国土保全 132億4,538万円 (2) 長期未払金 1億1,535万円

②教育 65億8,231万円 (3) 退職手当引当金 15億3,067万円

③福祉 32億8,741万円 (4) 損失補償等引当金 5億2,359万円

④環境衛生 10億959万円 固定負債合計 81億6,202万円

⑤産業振興 47億1,002万円

⑥消防 3億2,606万円 ２　流動負債

⑦総務 26億7,018万円 (1) 翌年度償還予定地方債 5億8,464万円

有形固定資産計 318億3,096万円 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(2) 売却可能資産 5,073万円 (3) 未払金 1,253万円

公共資産合計 318億8,168万円 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 2億9,148万円

２　投資等 流動負債合計 8億8,865万円

(1) 投資及び出資金 17億4,969万円

(2) 貸付金 3億3,982万円 負　　債　　合　　計 90億5,067万円

(3) 基金等 13億4,078万円

(4) 長期延滞債権 1億7,796万円

(5) 回収不能見込額 △3,088万円 [純資産の部]

投資等合計 35億7,737万円 １　公共資産等整備国県補助金等 54億4,799万円

３　流動資産 ２　公共資産等整備一般財源等 274億1,715万円

(1) 現金預金 24億9,523万円

(2) 未収金 2,353万円 ３　その他一般財源等 △39億6,584万円

流動資産合計 25億1,876万円

４　資産評価差額 2,784万円

純　 資　 産　 合　 計 289億2,714万円

資　　産　　合　　計 379億7,781万円 負 債 ・ 純 資 産 合 計 379億7,781万円

貸　借　対　照　表
(平成25年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方



　【経常行政コスト】
総　　額 （構成比率） 町民１人当たり行政コスト（円／人）

（１）人件費 9億6,889万円 13.5% 46,849

（２）退職手当引当金繰入等 3,493万円 △0.9% △3,386

（３）賞与引当金繰入額 2億9,148万円 4.1% 14,094
小　　計 12億9,530万円 18.0% 62,633

（１）物件費 10億3,050万円 14.3% 49,828
（２）維持補修費 3,470万円 0.5% 1,678
（３）減価償却費 13億3,455万円 18.6% 64,530

小　　計 23億9,975万円 33.4% 116,037
（１）社会保障給付 9億1,388万円 12.7% 44,189

（２）補助金等 8億4,370万円 11.7% 40,796

（３）他会計等への支出額 16億916万円 22.4% 77,810
（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

3,067万円 0.4% 1,483

小　　計 33億9,741万円 47.2% 164,277
（１）支払利息 6,203万円 0.9% 2,999
（２）回収不能見込計上額 2,525万円 0.4% △977
（３）その他行政コスト 1,207万円 0.2% △2,416

小　　計 9,935万円 1.4% 4,804
71億9,181万円 347,751

（　構　成　比　率　）

　【経常収益】
総　　額 行政コストに対する比率

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 2億4,303万円
２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 6,415万円

3億718万円

ｄ／ａ 4.27%

68億8,463万円

【１】にかかるコスト　：　町職員の人件費にかかるコスト（職員給与等）

【２】にかかるコスト　：　サービス提供に伴う経費、施設の維持管理に経費

【３】にかかるコスト　：　町から外部の団体や個人に支出する経費（各種団体、生活保護、
　　　　　　　　　　　　　　 児童福祉、特別会計等への繰出金）

【４】にかかるコスト　：　公債費利子（借金利息）等

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

行政コスト計算書
自　平成24年4月  1日
至　平成25年3月31日

１

２



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]
１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 5,992,411

①生活インフラ・国土保全 13,245,382 (2) 長期未払金

②教育 6,582,310 ①物件の購入等

③福祉 3,287,412 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 1,009,589 ③その他

⑤産業振興 4,710,022 長期未払金計 115,349

⑥消防 326,058 (3) 退職手当引当金 1,530,666

⑦総務 2,670,183 (4) 損失補償等引当金 523,593

有形固定資産計 31,830,956 固定負債合計 8,162,019

(2) 売却可能資産 50,731

公共資産合計 31,881,687 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 584,640

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 12,532

①投資及び出資金 1,749,693 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 291,478

投資及び出資金計 1,749,693 流動負債合計 888,650

(2) 貸付金 339,820

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 9,050,669

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,074,730

③土地開発基金 36,225 [純資産の部]
④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 5,447,994

⑤退職手当組合積立金 229,827

基金等計 1,340,782 ２　公共資産等整備一般財源等 27,417,146

(4) 長期延滞債権 177,954

(5) 回収不能見込額 △ 30,880 ３　その他一般財源等 △ 3,965,837

投資等合計 3,577,369

４　資産評価差額 27,841

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 28,927,144

①財政調整基金 1,769,766

②減債基金 173,864

③歳計現金 551,600

現金預金計 2,495,230

(2) 未収金

①地方税 31,151

②その他 631

③回収不能見込額 △ 8,255

未収金計 23,527

流動資産合計 2,518,757

資　　産　　合　　計 37,977,813 負 債 ・ 純 資 産 合 計 37,977,813

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち5,191,280千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 19,161,311 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 6,279,950 千円 6,279,950 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 152,786 千円 127,881 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 9,262,299 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 331,950 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,603,660 千円 1,603,660 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 1,530,666 千円 523593 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 16,110,709 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,198,172 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,284,098 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 11,628,439 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 3,050,602 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は8,578,497千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は28,835,966千円です。

負債計上 注記

542,382

110,284

644,884

87,749

1,200,000

1,532,791

687,354

3,877

490,622

128,149

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

115,349

2,151,562

27,305

282,666

0

【契約債務・
偶発債務】

9,130,442

36,975

貸借対照表
(平成25年3月31日現在)

0

0

項目 金額

[内訳]

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

75,032

2,151,562



行政コスト計算書

自　平成24年4月  1日
至　平成25年3月31日

　【経常行政コスト】
総　　額 （構成比率）

（１）人件費 968,894 13.5%

（２）退職手当引当金繰入等 34,932 0.5%

１ （３）賞与引当金繰入額 291,478 4.1%

小　　計 1,295,304 18.0%
（１）物件費 1,030,499 14.3%
（２）維持補修費 34,698 0.5%
（３）減価償却費 1,334,554 18.6%

小　　計 2,399,751 33.4%
（１）社会保障給付 913,880 12.7%

（２）補助金等 843,699 11.7%

３ （３）他会計等への支出額 1,609,164 22.4%
（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

30,670 0.4%

小　　計 3,397,413 47.2%
（１）支払利息 62,030 0.9%
（２）回収不能見込計上額 25,247 0.4%
（３）その他行政コスト 12,070 0.2%

小　　計 99,347 1.4%
7,191,815

（　構　成　比　率　）

　【経常収益】
１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 243,033
２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 64,155

307,188

ｄ／ａ 4.27%

6,884,627

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ



（単位：千円）
純資産合計

期首純資産残高 28,856,585

純経常行政コスト △ 6,884,627

一般財源
地方税 2,567,640
地方交付税 2,648,600
その他行政コスト充当財源 612,771

補助金等受入 1,072,090

臨時損益
災害復旧事業費 △ 40,406
公共資産除売却損益 1,150
投資損失 0
損失補償等引当金繰入等 96,064

資産評価替えによる変動額 △ 2,723

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 28,927,144

純資産変動計算書

自　平成24年4月  1日
至　平成25年3月31日



（単位：千円）

人件費
物件費
社会保障給付
補助金等
支払利息
他会計等への事務費等充当財源繰出支出
その他支出
支 出 合 計
地方税
地方交付税
国県補助金等
使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金
諸収入
地方債発行額
基金取崩額
その他収入
収 入 合 計
経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出
公共資産整備補助金等支出
他会計等への建設費充当財源繰出支出
支 出 合 計
国県補助金等
地方債発行額
基金取崩額
その他収入
収 入 合 計
公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金
貸付金
基金積立額
定額運用基金への繰出支出
他会計等への公債費充当財源繰出支出
地方債償還額
長期未払金支払支出
支 出 合 計
国県補助金等
貸付金回収額
基金取崩額
地方債発行額
公共資産等売却収入
その他収入
収 入 合 計
投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額
当年度歳計現金増減額
期首歳計現金残高
期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は1,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

177,553
59,139

551,600

8,188,236
949,200

0
8,071,579
714,129

73,082
84,252

△ 1,026,303

0
116,657
434,943

1,110,555
0

10,020
0
0

1,150

0
189,928

0
268,528
652,099

0

6,897
72,189
801,638

△ 535,119

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

1,116,636
30,670
189,451

1,336,757
269,350
453,202

495,998
154,771
286,803

7,302,346
1,678,079

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,569,298
2,648,600
802,740
223,197
43,273
77,666

913,880
917,717
62,030

1,256,540
75,104

5,624,267

資金収支計算書

自　平成24年4月  1日
至　平成25年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
1,368,497
1,030,499




